
Ⅰ－８                              資料編Ⅰ 

○静岡県地震対策推進条例施行規則 

平成8年3月29日 

規則第7号 

静岡県地震対策推進条例施行規則をここに制定する。 

静岡県地震対策推進条例施行規則 

 

(趣旨) 

第1条 この規則は、静岡県地震対策推進条例(平成8年静岡県条例第1号。以下「条

例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(避難路) 

第2条 条例第15条第5項の規則で定める避難路は、次に掲げる道路(市町村地域防災

計画において幹線避難路として設定されているものを除く。以下同じ。)とする。 

(1) 地震災害危険予想地域(地震による津波、山崩れ若しくは崖崩れ又は建築物の

火災により著しい被害の発生が予想される地域に限る。)から住民等が避難する

ため必要な道路のうち、市町村地域防災計画において避難路として設定され、か

つ、知事が必要があると認める道路 

(2) 都市計画法(昭和43年法律第100号)第4条第1項の都市計画において定められ

た容積率の限度が400パーセント以上の商業地域又は近隣商業地域内の建築基準

法(昭和25年法律第201号)第42条第1項及び第2項の道路 

(一部改正〔平成28年規則57号〕) 

 

(自動販売機の据付け基準) 

第3条 条例第18条第1項の規則で定める自動販売機の据付け基準は、日本産業規格

(産業標準化法(昭和24年法律第185号)第20条第1項に規定する日本産業規格をい

う。)B8562に定める基準(以下「日本産業規格の基準」という。)とする。ただし、

日本産業規格の基準により難い場合においては、日本産業規格の基準によるものと

同等以上の据付けの安全性が確保される基準とする。 

(一部改正〔令和元年規則3号〕) 

 

(判定士の身分証明書) 

第4条 条例第32条第4項の身分を示す証明書は、様式第1号によるものとする。 

 

(災害応急対策に関する協定) 

第5条 条例第35条の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 情報の収集及び伝達等に関する事項 

(2) 被災者の救助に必要な収容施設の提供に関する事項 

(3) 被災者の救助に必要な食料、生活必需品等の供給に関する事項 
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(4) 物資等の緊急輸送に関する事項 

(5) 救出救助及び医療救護に関する事項 

(6) 公共の施設及び設備の応急復旧等に関する事項 

(7) 交通指導に関する事項 

(8) 被災地域の社会的安全に関する事項 

(9) 清掃、防疫その他保健衛生に関する事項 

(10) その他災害応急対策の実施のため必要な事項 

 

(立入調査員の身分証明書) 

第6条 条例第37条第2項の身分を示す証明書は、様式第2号によるものとする。 

 

附 則 

この規則は、平成8年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成9年3月28日規則第36号) 

この規則は、平成9年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成12年3月31日規則第90号抄) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成12年4月1日から施行する。 

 

―――――――――― 

○市町村合併により村が廃されたことに伴う関係規則の整理に関する規則

(抄) 

平成19年3月20日規則第1号 

(静岡県地震対策推進条例施行規則の一部改正に伴う経過措置) 

第4条 この規則の施行の際現に交付されている前条の規定による改正前の静岡県

地震対策推進条例施行規則様式第1号による身分証明書は、同条の規定による改正

後の静岡県地震対策推進条例施行規則様式第1号による身分証明書とみなす。 

附 則(平成19年3月20日規則第1号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

―――――――――― 

 

附 則(平成28年10月25日規則第57号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(令和元年7月1日規則第3号) 

この規則は、不正競争防止法等の一部を改正する法律(平成30年法律第33号)の施行

の日(令和元年7月1日)から施行する。 
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様式第1号(第4条関係)(用紙 縦5.4センチメートル、横8.5センチメートル) 

(一部改正〔平成19年規則1号〕) 

(表) 

 

第     号 

 

静岡県地震被災建築物応急危険度判定士身分証明書 

氏名 

生年月日 

登録証番号 

登録年月日 

上記の者は、静岡県地震対策推進条例第32条第3項の規定により、被災建築物

の応急危険度判定をするため立入調査を行う者であることを証明する。 

年  月  日 

 

静岡県知事  氏       名 印 

 

 

(裏) 

 

静岡県地震対策推進条例(抜粋) 

 

(応急危険度判定士) 

第32条 

2 知事又は市町長は、応急危険度判定を実施するときは、判定士に対し、そ

の業務に従事することを要請することができる。 

3 前項の規定による要請を受けて応急危険度判定の業務に従事する判定士

は、その業務に必要な限度において、被災した建築物及びその敷地に立ち入っ

て調査することができる。 

4 前項の規定による立入調査をしようとする判定士は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 
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様式第2号(第6条関係)(用紙 縦5.4センチメートル、横8.5センチメートル) 

(一部改正〔平成19年規則1号〕) 

(表) 

 

第     号 

 

身分証明書 

所属 

職名 

氏名 

生年月日 

上記の者は、静岡県地震対策推進条例第37条第1項の規定により、立入調査又

は質問をする職員であることを証明する。 

年  月  日 

静岡県知事 

又 は   氏       名 印 

市町長 

 

 

(裏) 

 

静岡県地震対策推進条例(抜粋) 

 

(資料の提出、報告、調査等) 

第37条 知事は、第15条から第18条までの規定の施行に必要な限度において、

既存建築物、落下対象物、ブロック塀等又は自動販売機(以下「既存建築物等」

という。)の所有者等に対し、既存建築物等の地震に対する安全性の確保に関

する資料の提出若しくは報告を求め、又はその職員に既存建築物等若しくは

その敷地に立ち入り、地震に対する安全性の確保に関し調査させ、若しくは

関係者に必要な事項について質問させることができる。 

2 前項の規定による立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 
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Ⅰ－９

静岡県地震災害警戒本部条例

昭和５４年１０月２９日 条例第３０号

改正 平成１７年 ３月２５日 条例第 ３号

（趣旨）

第1条 この条例は、大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第17条第９項の規定に基づき、静

岡県地震災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第２条 地震災害警戒本部長（以下「本部長」という。）は、警戒本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督

する。

２ 地震災害警戒本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、警戒本部の事務に従事する。

３ 地震災害警戒副本部長及び本部員以外の警戒本部の職員（以下「本部職員」という。）は、警戒本部の所掌

事務について、本部員を補佐する。

（部）

第３条 警戒本部に部を置く。

２ 前項の部に属すべき本部員及び本部職員は、本部長が指名する。

３ 第１項の部に部長を置き、本部長が指名する本部員又は本部職員がこれに当たる。

４ 前項の部長に事故があるときは、第１項の部に属する本部職員のうちから前項の部長があらかじめ指名す

る者が、その職務を代理する。

（方面本部）

第４条 警戒本部に方面本部を置く。

２ 前項の方面本部に属すべき本部職員（以下「方面本部職員」という。）は、本部長が指名する。

３ 第１項の方面本部に方面本部長を置き、本部長が指名する方面本部職員がこれに当たる。

（委任）

第５条 前各条に定めるもののほか、警戒本部に関し必要な事項は、本部長が定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則

この条例は、平成17年4月1日から施行する。

＜平成17年3月25日条例第3号＞
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静岡県地震災害警戒本部等運営要領

第１章 総 則

（目 的）

第１条 この要領は、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号。以下「法」と

いう｡）第 17 条及び静岡県地震災害警戒本部条例（昭和 54 年静岡県条例第 30 号）第５

条に基づく静岡県地震災害警戒本部（以下「警戒本部」という｡）の運営並びに静岡県地

域防災計画（地震対策編）に基づく東海地震に関連する情報発表時の配備体制に関し、

必要な事項を定め、地震防災応急対策等の迅速かつ的確な実施を図ることを目的とする。

第２章 警 戒 本 部

（組織及び分掌事務）

第２条 県庁に設置する警戒本部に、その事務を処理するため別表本部の１に掲げる指令

部（以下「指令部」という。）及びその他の部（以下「各部」という。）を置く。

２ 指令部は、県の地震防災応急対策の総合調整と対外的な総合窓口機能を所掌し、その

事務を処理するため、別表本部の１に掲げる班（以下「指令部各班」という。）を置き、

別表本部の３の事務分掌欄に掲げる事務を分掌する。

３ 各部に別表本部の１に掲げる班（以下「各部各班」という。）を置き、別表本部の４

に掲げる事務を分掌する。

４ 警戒本部を設置したときは、県庁別館及び静岡県危機管理センターに「静岡県地震災

害警戒本部」の表示をする。

（副本部長）

第３条 地震災害警戒副本部長（以下「副本部長」という。）は、副知事及び警察本部長

をもって充てる。

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、副知事がその職務を代理

する。

３ 副本部長のうち、担任地域のある副知事は、原則として担任の地域に駐在する。

（危機管理監）

第３条の２ 危機管理監は、本部長の命を受け、本部員及び部長を指揮し災害対策本部の

事務を処理する。

２ 危機管理監は、指令部長として指令部の事務を掌理し、所属の要員を指揮監督する。

３ 危機管理監に事故があるときは、危機管理監代理がその職務を代理する。

（危機管理監補佐）

第３条の３ 危機管理監補佐は、別表本部の２に掲げる者をもって充て、危機管理監の命

を受け、災害応急対策に関する各部間の総合調整を行う。

（本部員）

第４条 本部員は、別表本部の５に掲げる職にある者をもって充てる。

（指令部各班）

第５条 指令部各班に班長（以下「指令部各班長」という。）を置く。

２ 指令部各班長は、別表本部の２に掲げる職にある者をもって充て、指令部長を補佐す

るとともに、所属の要員を指揮監督する。

３ 指令部各班長は、第８条に規定する本部員会議に出席するとともに、必要に応じ、所

管業務に関する地震防災応急対策の実施状況について、本部員会議に報告する。

４ 指令部各班は、指令部各班において地震防災応急対策に従事する職員（以下「指令部

各班員」という。）をもって構成し、指令部各班員は、関係部局長の推薦に基づき危機

Ⅰ－１０
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管理監があらかじめ定めておくものとする。

５ 指令部各班長は、地震防災応急対策が円滑に行われるように、指令部各班員の勤務ロ

ーテーションについてあらかじめ定めておくものとする。

６ 危機管理監は地震防災応急対策の実施状況に応じ、指令部各班員等の構成を変更する

ことができる。

７ 指令部各班員は、警戒本部が設置されたときは、直ちに指定された配置場所に参集す

る。

（各部各班）

第６条 各部に部長及び危機担当監を、各部各班に班長を置く。

２ 部長は別表本部の２に掲げる職にある者をもって充て、部の事務を掌理し、所属の要

員を指揮監督する。

３ 危機担当監は別表本部の２に掲げる職にある者をもって充て、部長を補佐する。

４ 危機担当監は、所管する職員の中から、代理となる者（以下「危機担当監代理」とい

う。）をあらかじめ定めておくものとする。

５ 各部各班の班長は、別表本部２に掲げる職にある者をもって充て、部長、危機担当監

を補佐するとともに、所属の要員を指揮監督する。

６ 各部各班の班長は、所管する職員の中から、地震防災応急対策に従事する職員（以下

「各部各班員」という。）をあらかじめ定めておくものとする。

７ 部長は、勤務外において、各部各班員が不足し、初動体制の確保が困難な班（第22 条

に定める方面本部各班を含む。）がある場合は、部内において必要な調整等を行い、所

管する職員を当該不足する班の事務に従事するよう、各部各班員としてあらかじめ定め

ておくことができる。

８ 各部各班員の指定にあたっては、地震防災応急対策が円滑に行なわれるように、班員

の勤務ローテーションについて、あらかじめ定めておくことができる。

９ 本部長は、地震防災応急対策の実施状況に応じ各部各班及び各部各班員の構成を変更

することができる。

10 部長は、地震防災応急対策の実施状況に応じ所管する部の各部各班員の構成を変更す

ることができる。

11 各部は、円滑な災害応急対策等を行うため、指令部と連携を密にするものとする。特

に、くらし・環境部、健康福祉部、経済産業部及び交通基盤部においては、班員を危機

管理センターに派遣し、相互の情報共有や連絡調整業務等を行うものとする。

（業務調整要員）

第７条 本部員、指令部各班員及び各部各班員以外の職員（以下「業務調整要員」という。）

については、危機管理監が別に定める業務に従事するものとする。

（本部員会議）

第８条 本部長は、地震防災応急対策について協議するため、必要に応じて本部員会議を

開催する。

２ 本部員会議は、本部長、副本部長、本部員及び危機担当監（複数の危機担当監を置く

部にあっては、部長が指定する危機担当監１名が代表する）をもって構成する。ただし、

必要に応じて、本部員以外の部長に出席を求めることができる。

３ 県職員以外の本部員は、それぞれの所属する機関と警戒本部との連絡調整に当たるた

め、必要に応じ警戒本部に参集し、又はその代理者を警戒本部に派遣することができる。

また、本部長は、県職員以外の本部員又はその代理者の警戒本部への派遣を要請するこ

とができる。

４ 本部員は、それぞれの所管業務に関する地震防災応急対策の実施状況について、必要
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に応じて、本部員会議に報告する。

５ 県職員以外の本部員又はその代理者は、必要に応じて、それぞれの所属する機関が実

施する地震防災応急対策の実施状況を把握し、本部長に報告する。

（対策会議）

第８条の２ 複数の部にまたがる地震防災応急対策に迅速に対処するため、警戒本部が設

置された時をもって、本部内に対策会議を設置する。

２ 対策会議は、危機管理監及び危機管理監が指定する危機担当監及び危機管理監が必要

と判断し、出席を求める機関の代表者をもって構成し、危機管理監は、必要に応じ、対

策会議の内容を本部長に報告する。

３ 危機担当監は、それぞれの所管業務に関する地震防災応急対策の実施状況について、

必要に応じて、危機管理監に報告するとともに、危機管理監からの指示を所属する部へ

伝達する。

４ 危機管理監は、情報等の収集、災害応急対策の調整等を行うため、防災関係機関の長

に対し、対策会議への連絡員の参加を要請することができる。

（班長会議）

第９条 指令部総括班長は、地震防災応急対策について、指令部各班及び各部との連絡調

整を図るため、必要に応じて班長会議を開催する。

２ 班長会議は、関係班長をもって構成する。

（配備体制）

第10 条 東海地震に関連する情報の発表があったときは、別表共通の１に定める配備体制

をとる。

２ 本部長、副本部長、本部員、指令部各班員、各部各班員及び業務調整要員の動員計画

については、別表共通の２に定める。

３ 勤務外における連絡体制は別に定める。

４ 第５条及び第６条に掲げるそれぞれの組織の長が配備につくまでの間における地震防

災応急対策の実施については、必要に応じそれぞれの組織の上位等級者が指揮するもの

とする。

（班員の参集状況報告等）

第11 条 指令部各班長及び各部各班の班長は、班員の参集状況を把握し、指令部総務班長

に報告する。

（地震防災応急対策に従事する要員の方面本部等に対する派遣）

第12 条 本部長は、警戒本部において地震防災応急対策に従事する要員を必要に応じ、方

面本部等に派遣することができる。

（警戒本部の廃止）

第13 条 本部長は、法第19 条第２項の規定により警戒宣言が解除されたときは、速やかに

地震防災応急対策の事後処理を行ったうえ、警戒本部を廃止する。

（関係機関への連絡）

第14 条 本部長は警戒本部を設置し、又は廃止したときは、直ちに次に掲げる者のうち必

要と認める者に通知する。

(1) 国の地震災害警戒本部長

(2) 消防庁長官

(3) 防災関係機関の長

(4) 市町長

(5) その他の機関の長

（災害対策本部への引継）

第15 条 大規模地震が発生し、静岡県災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）が
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設置されたときは、法第19 条第１項の規定に基づき、警戒本部は廃止する。

２ 前項の場合において、警戒本部が実施した地震防災応急対策の状況、その他災害応急

対策の参考となる事項を、災害対策本部に引継ぐ。

３ 第１項の規定により警戒本部を廃止したときは、前条第１項の規定にかかわらず、警

戒本部の廃止の通知は行わないものとする。

第３章 方 面 本 部

（方面本部の設置）

第16 条 警戒本部の地方組織として、別表方面本部の２に掲げる方面本部を置く。

（組織及び分掌事務）

第17 条 方面本部に方面本部長、副方面本部長及び方面本部員を置く。

２ 方面本部にその事務を処理するため、別表方面本部の１に掲げる指令班（以下「方面

本部指令班」という。）及びその他の各班（以下「方面本部各班」という。）を置く。

３ 方面本部の所管区域及び方面本部を構成する出先機関は、別表方面本部の２に定める

ところによる。

４ 方面本部各班は、別表方面本部の３に掲げる事務を分掌する。

５ 方面本部を設置したときは、方面本部室に「静岡県地震災害警戒本部○○方面本部」

の表示をする。

（方面本部長）

第18 条 方面本部長は、地域局長をもって充てる。

２ 方面本部長は、方面本部の事務を所掌し、所属の要員を指揮監督する。

３ 方面本部長は、地震防災応急対策の実施状況に応じ、方面本部各班の構成を変更する

ことができる。

（副方面本部長）

第19 条 副方面本部長は、地域局副局長兼（賀茂、東部、中部及び西部）危機管理監その

他あらかじめ地域局長が定めた者をもって充て、方面本部長を補佐し、方面本部長に事

故があるときは、方面本部長があらかじめ定めた順位によりその職務を代理する。

（方面本部員）

第20 条 方面本部員は、別表方面本部の２に掲げる者をもって充てる。

（方面本部指令班）

第21 条 方面本部指令班は、方面本部の事務を処理し、方面本部の地震防災応急対策の総

合調整と対外的な総合窓口機能を所掌するとともに、方面本部管内の市町災害対策本部

の運営を支援する。

２ 方面本部指令班長は、地域局の職員のうち、あらかじめ地域局長が指定した職員をも

って充てる。

３ 方面本部指令班長は、方面本部長を補佐し、所属の要員を指揮監督するとともに、第24

条に規定する方面本部員会議に出席し、必要に応じ、所管業務に関する災害応急対策の

実施状況について報告する。

４ 方面本部指令班は、方面本部指令班において災害応急対策に従事する職員（以下「方

面本部指令班員」という｡）をもって構成し、方面本部指令班員は、関係所属長の推薦に

基づき地域局長があらかじめ定めておくものとする。

５ 方面本部指令班には、別表方面本部の３に掲げる係又はスタッフ（以下、「係等」と

いう。）を置き、災害応急対策に従事する要員をあらかじめ定めておくとともに、方面

本部指令班員の勤務ローテーションについてもあらかじめ定めておくものとする。

６ 係等に係長又はスタッフ長を置く。

７ 方面本部指令班長は、災害の状況に応じ、方面本部指令班員の構成を変更することが

できる。
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８ 方面本部指令班員は、方面本部が設置されたときは、直ちに方面本部室又はあらかじ

め定められた参集先に参集する。

（方面本部各班）

第22 条 方面本部各班長は別表方面本部の２に定める出先機関の長をもって充てる。また、

班長が副方面本部長である場合には班ごとに適宜上位等級者をもって充てる。

２ 方面本部各班の班長は、班の事務を所掌し、班に所属する職員を指揮監督する。

３ 地域局長が指名する班に副班長を置く。副班長は、あらかじめ地域局長が定めた者を

もって充て、班長を補佐する。

４ 方面本部各班の班長は、所管する職員の中から、地震防災応急対策に従事する要員（以

下「方面本部各班員」という。）をあらかじめ定めておくものとする。なお、方面本部

物資班等、他の所属の職員を構成員とする班・係については、関係所属長の推薦に基づ

き、地域局長があらかじめ定めておくものとする。

５ 方面本部各班の班長は、勤務外において、方面本部各班員が不足し、初動体制確保が

困難な場合は、警戒本部において当該班を所管する部長に、部内の他の班の職員を方面

本部各班員として当該班の事務に従事させるよう要請することができる。

６ 方面本部各班員の指定にあたっては、地震防災応急対策が円滑に行なわれるように、

班員の勤務ローテーションについて、あらかじめ定めておくことができる。

７ 方面本部各班の班長は、地震防災応急対策の実施状況その他特別な事由がある場合は、

各班員の構成を変更することができる。

８ 方面本部各班は、円滑な災害応急対策を行うため、方面本部指令班と連絡を密にする

ものとする。特に、健康福祉班及び土木班は、班員を方面本部室に派遣し、方面本部指

令班との相互の情報共有や連絡調整業務等を行うものとする。

（業務調整要員）

第23 条 方面本部員、方面本部指令班員及び方面本部各班員以外の要員（以下「業務調整

要員」という。）については、方面本部長が別に定める業務に従事するものとする。

２ 総合庁舎で業務に就く指令班駐在は、参集した業務調整要員を方面本部長の命あるま

で待機させ、その間は駐在業務に従事させることができる。

（方面本部員会議）

第24 条 方面本部長は、方面本部の地震防災応急対策について協議するため、必要に応じ

て方面本部員会議を開催する。

２ 方面本部員会議は、方面本部長、副方面本部長及び方面本部員又は方面本部員の所属

する班の副班長をもって構成する。ただし、必要に応じて、方面本部員以外の班長等に

出席を求めることができる。

３ 方面本部員等は、それぞれの所管業務に関する地震防災応急対策の実施状況について、

必要に応じて方面本部員会議に報告する。

４ 方面本部長は、方面本部の所管区域を所管する防災関係機関（以下「方面本部防災関

係機関」という。）の長又は代理者の方面本部員会議への出席を求め、又は必要な資料

の提供を求めることができる。

（方面本部対策会議）

第24 条の２ 複数の班にまたがる地震防災応急対策に迅速に対処するため、方面本部に方

面本部対策会議を設置する。

２ 方面本部対策会議は、方面本部長、副方面本部長及び方面本部長が指定する副班長を

もって構成する。

３ 副班長は、それぞれの所管業務に関する地震防災応急対策の実施状況について、必要

に応じて、方面本部長に報告するとともに、方面本部長からの指示を所属する班へ伝達

する。
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４ 方面本部長は、情報等の収集、災害応急対策の調整等を行うため、防災関係機関の長

に対し、方面本部対策会議への連絡員の参加を要請することができる。

（防災関係機関との連携）

第25 条 方面本部長は、方面本部防災関係機関の長に対し連絡員の派遣を要請することが

できる。

（配備体制）

第26 条 警戒宣言が発令されたときは、別表共通の１に定める配備体制をとる。

２ 方面本部長、副方面本部長、方面本部員、方面本部指令班員、方面本部各班員及び業

務調整要員の動員計画については、別表共通の２に定める。

３ 勤務外における連絡体制は別に定める。

４ 第21 条及び第22 条に掲げるそれぞれの組織の長が配備につくまでの間における地震

防災応急対策の実施については、必要に応じそれぞれの組織の上位等級者が指揮するも

のとする。

（班員の参集状況等）

第27 条 方面本部の各班長は、班員（業務調整要員含む。）の参集状況を把握し、方面本

部長に報告する。

２ 方面本部長は、前項の参集状況を取りまとめ、本部指令部総務班長に報告する。

（市町情報収集要員）

第28 条 方面本部長は、必要があると認めるときは、あらかじめ指名した職員（以下「市

町情報収集要員」という。）を市町災害対策本部に派遣することができる。

２ 市町情報収集要員は、派遣された市町に関する情報の収集及び連絡調整等を行うもの

とする。

（方面本部の廃止）

第29 条 方面本部は警戒本部が廃止されたときは廃止する。

（災害対策本部方面本部への引継）

第30 条 大規模地震が発生し災害対策本部方面本部が設置されたときは、第 15 条第２項

の規定に準じて、警戒本部の方面本部が実施した地震防災応急対策の状況、その他災害

応急対策の参考となる事項を、当該方面本部に引継ぐ。

第４章 東海地震注意情報発表時の体制及び事務

（配備体制及び動員計画）

第31 条 東海地震注意情報が発表されたときは、別表共通の１に定める配備体制をとり、

要員の動員計画は別表共通の２に定める動員区分によるものとする。

２ 勤務外における連絡体制は別に定める。

（警戒本部設置前の体制及び事務）

第32 条 前条第１項の規定に基づき配備についた知事、副知事、警察本部長及びその他の

部局長は、直ちに別館５階危機管理センターに参集し、地震防災応急対策の準備等、必

要に応じて協議を行う。

２ 指令部各班長等及び指令部各班員は、直ちに指定された配置場所に参集し、別表本部

の２に掲げる班に準じた体制をとり、別表本部の３に掲げる事務の準備等を行う。

３ 各部各班の部長、危機担当監、班長及び各部各班員は、直ちに別表本部の２に掲げる

部及び班に参集し、同表に掲げる部及び班に準じた体制をとり、別表本部の４に掲げる

事務の準備等を行う。

４ 前３項に掲げるそれぞれの組織の長が配備につくまでの間における地震防災応急対策

の準備等の実施については、必要に応じそれぞれの組織の上位等級者が指揮するものと

する。

５ 第８条、第８条の２、第９条、第11 条及び第12 条の規定は、地震防災応急対策の準備
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等に必要な場合に準用することができる。

（方面本部設置前の体制及び事務）

第33 条 方面本部長、副方面本部長、方面本部各班長及び方面本部各班員は、直ちに別表

方面本部の２に掲げる班に参集し、同表に掲げる班に準じた体制をとり、別表方面本部

の３に掲げる事務の準備等を行う。

２ 前項に掲げるそれぞれの組織の長が配備につくまでの間における地震防災応急対策の

準備等の実施については、必要に応じそれぞれの組織の上位等級者が指揮するものとす

る。

３ 第23 条、第24 条、第24 条の２、第25 条及び第28 条の規定は、地震防災応急対策の準

備等に必要な場合に準用することができる。

第５章 東海地震に関連する調査情報（臨時）発表時の体制及び事務

（配備体制及び事務）

第34 条 東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表されたときは別表共通の１に定める

配備体制をとり、配備された職員は情報収集、連絡活動等の事務を行う。

２ 勤務外における連絡体制は別に定める。

第６章 服務等

（勤務外における職員の措置）

第35 条 職員は、勤務外において東海地震注意情報が発表されたときは、別表共通の２の

区分により参集し、本部又は方面本部の設置の準備等に従事し、さらに警戒宣言が発令

されたときは、引き続き所定の場所において防災業務に従事するものとする。

（本部員及び職員の心構え）

第36 条 本部員及び職員は、地震防災応急対策を支援する自衛隊等防災関係機関及び自主

防災活動を実施する住民、その他の者に対し、誠実に対応しなければならない。

２ 職員は、自らの言動によって、住民に不安を与え、若しくは住民の誤解を招き、警戒

本部又は方面本部の活動に反感を抱かせることのないよう注意しなければならない。

３ 職員は、自らの業務に精通するよう努めるとともに、他の部及び班から協力を求めら

れたときは、積極的に協力するものとする。

第７章 平常時対策

（平常時対策の推進）

第37 条 部局長及び出先機関の所属長は、本庁及び出先機関の本庁及び出先機関の平常時

対策を推進するとともに、進捗状況を管理する。

（地震防災応急対策に関する研修及び訓練）

第38 条 指令部各班長、部局長及び出先機関の所属長は、警戒本部及び方面本部設置時に

おける職員の迅速かつ的確な初動対応行動を確保するため、地震防災応急対策に関する

研修及び訓練を実施するものとする。

２ 職員は、前項の研修及び訓練に参加しなければならない。

第８章 雑則

第39 条 前各条に定めるもののほか、警戒本部等の運営に関し必要な事項は、知事が定め

る。

附 則

この要領は、昭和 54 年 11 月 14 日から施行する。

この改正は、昭和 57 年５月 18 日から施行する。

この改正は、昭和 58 年４月１日から施行する。

この改正は、昭和 59 年４月１日から施行する。

この改正は、昭和 60 年４月１日から施行する。

91



資料編Ⅰ

この改正は、昭和 61 年４月１日から施行する。

この改正は、昭和 62 年４月１日から施行する。

この改正は、昭和 63 年４月１日から施行する。

この改正は、平成元年４月１日から施行する。

この改正は、平成２年４月１日から施行する。

この改正は、平成３年４月１日から施行する。

この改正は、平成４年４月１日から施行する。

この改正は、平成５年４月１日から施行する。

この改正は、平成８年４月１日から施行する。

この改正は、平成９年４月１日から施行する。

この改正は、平成 10 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 10 年６月 15 日から施行する。

この改正は、平成 11 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 12 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 13 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 14 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 15 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 15 年７月 25 日から施行する。

この改正は、平成 16 年１月５日から施行する。

この改正は、平成 16 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 17 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 17 年７月１日から施行する。

この改正は、平成 17 年８月 10 日から施行する。

この改正は、平成 18 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 19 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 20 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 20 年 11 月１日から施行する。

この改正は、平成 21 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 21 年 10 月 15 日から施行する。

この改正は、平成 22 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 23 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 24 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 25 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 26 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 27 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 28 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 29 年４月１日から施行する。

この改正は、平成 30 年４月１日から施行する。
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危 対 第 3 3 2 号

平成 30 年２月１日

知事戦略局広聴広報課長 様

危機管理部各課長 様

危機対策課長

「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）発表時の県が実施する

防災対応における事前配備体制について

「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）発表時の県が実施する防災対応につい

ては、平成 29 年 10 月 27 日付け危政第 118 号危機管理部長通知において、「「東海地

震に関連する情報」（東海地震調査情報（臨時）、東海地震注意情報）に対応した静岡

県地域防災計画で定めている防災対応に準じた形で運用する」とされたところです。

このうち、南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を開始した旨の

臨時情報発表時の対応である事前配備体制（情報収集体制）については、地域防災計

画及び静岡県地域防災計画に基づく東海地震に関連する情報発表時の配備体制に関

し必要な事項を定めた静岡県地震災害警戒本部等運営要領の定めを、別記のとおり読

み替えて運用するので、所属職員への周知をお願いします。

担当 対策班 木村

電話 内線 3601
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（別記）

１ 読み替え対象

・ 静岡県地域防災計画（地震対策の巻）第４章第１節１「東海地震に関連する情

報の発表時の配備体制とその基準」

・ 静岡県地震災害警戒本部等運営要領別表共通の１「東海地震に関連する情報の

発表時の配備体制とその基準」

２ 読み替え内容

３ 読み替え後

読み替え前 読み替え後

警戒体制 情報収集体制

で情報収集及び連絡活動を行い、事

態の推移に伴い、状況により他の職

員を動員できる

所要の人員による、情報収集及び連絡活

動を主とした

東海地震に関連する情報である「東

海地震に関連する調査情報（臨時）」

南海トラフ沿いの大規模な地震と関連

するかどうか調査を開始した旨の臨時

情報

危機管理部 危機管理部、企業局、教育委員会事務局

必要な地域危機管理局
必要な地域危機管理局、企業局東部事務

所、企業局西部事務所

配備体制 配備基準 配備局等

事
前
配
備
体
制

【情報収集体制】

各所属所要の人員

による、情報収集

及び連絡活動を主

とした体制

気象庁が南海トラ

フ沿いの大規模な

地震と関連するか

どうか調査を開始

した旨の臨時情報

を発表した時

本
庁

知事戦略局広聴広報課、文

化・観光部空港振興局、交通

基盤部、危機管理部、企業局、

教育委員会事務局

出
先

土木事務所、港管理局、港管

理事務所、空港管理事務所、

漁港管理事務所、必要な地域

危機管理局、企業局東部事務

所、企業局西部事務所

（略） （略） （略）

（略） （略） （略）

118



災害応急対策要員及び地震防災応急対策要員指名要領

１ 目的

静岡県災害対策本部条例（昭和37年条例第43号）第２条第４項に規定する本部職員

（以下「災害応急対策要員」という。）及び静岡県地震災害警戒本部条例（昭和54年条

例第30号）第２条第３項に規定する本部職員（以下「地震防災応急対策要員」という。）

の指名に関し、その手続き等を次のとおり定める。

２ 要員

(1) 要員区分

災害応急対策要員及び地震防災応急対策要員（以下総称する場合「要員」という。）

を次のとおり区分し、職員（再任用職員を含む。以下同じ。）をいずれかの要員に指

名する。

なお、各要員が属する組織及び分掌事務は、静岡県災害対策本部運営要領（昭和

37年12月14日施行）又は静岡県地震災害警戒本部等運営要領（昭和54年11月14日施

行）の定めるところによる。

① 指令部員

指令部の事務を処理する要員。

② 方面本部指令班員

方面本部指令班の事務を処理する要員。

③ 市町支援機動班員

市町に派遣され、派遣先の市町において被害情報の収集、応急対策の支援等、

市町が実施する災害対応全般の支援を行う要員。

④ 市町情報収集要員

市町災害対策本部又は市町地震災害警戒本部に派遣され、被害情報の収集及び

連絡調整等の事務に従事する要員。

⑤ 各部（方面本部）各班員

各部（方面本部）各班の事務を処理する要員。

⑥ 拠点要員

航空搬送拠点又は広域物資輸送拠点（以下総称する場合「拠点」という。）にお

いて、重症患者等の搬送又は緊急物資の荷捌き調整等の事務に従事する要員。

⑦ 業務調整要員

上記①から⑥のいずれにも属さず、本部長又は方面本部長が指示する業務に従

事する要員。

なお、発災初期においては、原則として方面本部指令班応援要員として、方面

本部指令班の事務を補助するものとする（賀茂危機管理庁舎並びに東部、藤枝及

び中遠総合庁舎に参集する者に限る。）。

(2) 時間帯による区分

災害時等において迅速な災害応急対策等の事務に従事させるため、次のとおり勤
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務中・勤務外に区分して要員指名を行うものとする。

① 勤務中要員

上記(1)の要員のうち、原則勤務中に災害が発生し若しくは災害が発生するおそ

れがある場合、又は南海トラフ地震臨時情報が発表された場合に従事する要員。

② 勤務外要員

上記(1)の要員のうち、原則勤務外に災害が発生し若しくは災害が発生するおそ

れがある場合、又は南海トラフ地震臨時情報が発表された場合に従事する要員。

なお、本要領でいう「勤務」とは、勤務時間の内外を問わず勤務所で業務に従

事している状況をいい、勤務時間外に現に勤務している場合は、「勤務中」として

取り扱う。

(3) 任務上の区分

① 基幹要員

上記(1)の要員のうち、各組織の運営の中心となる要員をいい、原則として勤務

中・勤務外を問わず要員として従事可能な職員をもって構成する。

② 応援要員

上記(1)の要員のうち、基幹要員の事務を補佐する要員。

３ 指名の手順

(1) 前年度中に行う事務

以下の区分ごとに記載した順番で指名する。

① 本庁職員

ア 市町支援機動班員（注１）

イ 市町情報収集要員（注２）

ウ 指令部員

エ 空港現地運用班員

オ 各部（方面本部）各班員

カ 拠点要員（応援要員）（注２）

キ 業務調整要員（注３）

② 出先機関職員

ア 市町支援機動班員（注１）

イ 市町情報収集要員（注２）

ウ 方面本部指令班員

エ 空港現地運用班員

オ 方面本部各班員

カ 拠点要員（基幹要員）

キ 拠点要員（応援要員）（注２）

ク 業務調整要員（注３）

(注１）前年度に指名されていた職員のうち、引き続き指名可能な職員。特に、ド

ローンの有資格者は特段の理由がない限り、引き続き指名すること。
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（注２）前年度に指名されていた職員のうち、引き続き指名可能な職員。

なお、地域局長は、市町情報収集要員について不足するおそれがある場合

は、指名基準等に見合う職員を別途指名することができる。

（注３）いずれの要員にも指名されていない職員（暫定的に指名）。

(2) 年度当初に行う事務

各部局長及び各出先機関の長は、前年度中に要員指名されていない職員（暫定的

に業務調整要員として指名される職員）を、様式４により危機管理監又は各地域局

長に推薦し、危機管理監又は各地域局長は、原則として４月下旬までに以下の①～

③の順番で指名する。

① 市町情報収集要員

② 拠点要員（応援要員）

③ 業務調整要員

４ 要員区分ごとの指名手続き

(1) 指令部員（市町支援機動班員及び空港現地運用班員を除く）

① 構成

指令部員は、危機管理部職員と各部局長から推薦された者で構成する。

② 推薦手順

各部局長は、本庁に勤務する部局内職員の中から、別紙１に定める人員を健

康状態、住所、防災業務経験等を考慮のうえ、様式１により危機管理監に推薦

する。

なお、推薦者は、原則として入庁３年以上の職員とし、健康状態が概ね良好

な職員の中から、徒歩、自転車、バイクで原則として30分程度で参集できる者

とする。

③ 留意事項

ア 各部局長の推薦に当たっては、防災業務経験者を優先する。

イ 人事異動や健康状況等の特段の事情のない限り、原則指名を継続する。

ウ 各部局において、災害応急対策又は地震防災応急対策に必要となる専門の技

術職員については、推薦対象者から除外することができる。

エ 介護又は保育等を行う必要がある職員について配慮すること。

オ 各所属のＢＣＰ（業務継続計画）に配慮すること。

(2) 市町支援機動班員

「市町支援機動班の取扱い」に定めるところによるほか、以下の手続きにより指

名を行うものとする。

① 構成

市町支援機動班員は、各部局長から推薦された者で構成する。

② 推薦手順

ア 推薦者数の割当て

危機管理監は、各部局の職員数を基礎とし、災害時の所掌業務を鑑みて、各
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部局に推薦数を割り当てる。

なお、危機管理監は、各部局の実情に応じて、各部局の推薦数を変更するこ

とができる。

イ 推薦要領

上記アにより割当てを受けた各部局は、本庁及び出先機関の所属職員の中か

ら、健康状態、住所、防災業務経験等を考慮のうえ、様式８により危機管理監

に推薦する。

(3) 空港現地運用班員

① 推薦手順

各部局長は、本庁に勤務する部局内職員の中から、別紙１に定める人員を健

康状態、住所、防災業務経験等を考慮のうえ、様式１により危機管理監に推薦

する。

なお、推薦者は、原則として入庁３年以上の職員とし、健康状態が概ね良好

な職員の中から、徒歩、自転車、バイクで富士山静岡空港まで原則として60分

程度で参集できる者とする。

② 留意事項

ア 各部局長の推薦に当たっては、防災業務経験者を優先する。

イ 人事異動や健康状況等の特段の事情のない限り、原則指名を継続する。

ウ 各部局において、災害応急対策又は地震防災応急対策に必要となる専門の技

術職員については、推薦対象者から除外することができる。

エ 介護又は保育等を行う必要がある職員について配慮すること。

オ 各所属のＢＣＰ（業務継続計画）に配慮すること。

③ その他

別紙２に掲げる人員については、地域局長（賀茂を除く）が管内出先機関の職

員の中から危機管理監に要員を推薦し、危機管理監は３月末までに要員を指名す

る。

なお、推薦手順及び留意事項については、上記①及び②に準ずるものとする。

(4) 方面本部指令班員

① 構成

方面本部指令班員は、地域局の職員と各出先機関の長から推薦された者で構成

する。

② 推薦手順

ア 推薦者数の割当て

地域局長は、別紙２を参考に方面本部指令班を構成する要員数を定め、その

数を管内の出先機関に割り当てる。

なお、別紙２は管内市町数等を基礎に指令班員数の目安を示したものであり、

地域局長は、方面本部の実情に応じて変更することができる。

イ 推薦要領

上記アにより割当てを受けた出先機関の長は、所属職員の中から、健康状態、
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住所、防災業務経験等を考慮のうえ、様式２により地域局長等に推薦する。

なお、推薦の対象者は、原則入庁３年以上の職員とし、健康状態が概ね良好

な職員の中から、徒歩、自転車、バイクで原則として30分以内で参集できる者

とする。また、東部地域局管内の出先機関の長は、所属職員に熱海市居住者(出

先機関の課長以上及び前年度から継続して指名する市町情報収集要員を除く)

がいる場合は、上記アにより割当てられた人数に関わらず、熱海総合庁舎にお

ける要員とするために東部地域局長に推薦する。

③ 留意事項

ア 推薦に当たっては、防災業務経験者を優先すること。

イ 人事異動や健康状況等の特段の事情のない限り、原則指名を継続すること。

ウ 各出先機関において、災害応急対策又は南海トラフ地震臨時情報発表時に県

が実施する応急対策に必要となる専門の技術職員については、推薦対象者から

除外することができる。

エ 介護又は保育等を行う必要がある職員について配慮すること。

オ 各出先機関のＢＣＰ（業務継続計画）に配慮すること。

(5) 市町情報収集要員

「市町情報収集要員の取扱い」に定めるところによるほか、以下の手続きにより

指名を行うものとする。

① 各部局及び各出先機関の長は、所属職員のうち、前年度に市町情報収集要員と

して指名されていた職員について、人事異動状況、本人の健康状態等を考慮のう

え、継続して指名可能な要員を、様式３－１及び様式３－２により勤務中・外の

別に地域局長に推薦する（本庁各部局にあっては、危機対策課経由とする。）。

② 上記①により必要な要員数を確保できない場合は、地域局長は各部局及び各出

先機関から提出された様式４をもとに、関係する部局及び出先機関に要員の割当

てを行い、関係する各部局長及び各出先機関の長に推薦を依頼する。

③ 上記②により割当てを受けた部局長及び出先機関の長は、所属職員の中から住

所等を考慮し、勤務中・外の要員別に様式４により各地域局長に推薦する。

なお、推薦に当たっては、勤務中・外を問わず市町情報収集要員として従事可

能な職員を優先する。

(6) 各部（方面本部）各班員

① 各部局長及び各出先機関の長は、所属職員（勤務場所が離れている職員を含む）

の中から、その分掌する事務を行わせるために必要な人員をあらかじめ定め、各

部（方面本部）各班員として指名する。

② 勤務外に要員が不足する組織においては、同一部局内で適宜調整を行い、他の

所属に勤務する職員を当該班員として事務に従事させることができる。

ただし、建築関係技術職員については、部を超えて各部（方面本部）各班員と

して事務に従事させることができる。

(7) 拠点要員

① 推薦手順
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ア 基幹要員

拠点の運営事務を所管する出先機関の長は、別紙３を参考に当該拠点に係る

運営事務を行わせるために必要な人員をあらかじめ定め、所属職員の中から拠

点要員（基幹要員）を指名する。

イ 応援要員

(ｱ) 地域局長は、拠点の運営事務を所管する出先機関の長と協議のうえ、別紙３

を参考に拠点要員（応援要員）として必要な要員数をあらかじめ定める。

(ｲ) 各部局及び各出先機関の長は、所属職員のうち、前年度に拠点要員（応援要

員）として指名されていた職員について、人事異動状況、本人の健康状態等を

考慮のうえ、継続して指名可能な拠点要員（応援要員）を、様式３－１及び様

式３－２により勤務中・外の要員別に地域局長に推薦する（本庁各部局にあっ

ては、危機対策課経由とする。）。

(ｳ) 上記(ｲ)に定める推薦の対象は、健康状態が概ね良好な職員の中から、徒歩、

自転車、バイクで原則として60分以内で参集できる者とする。

(ｴ) 必要な要員数を確保できない場合は、地域局長は、各部局及び各出先機関か

ら提出される様式４を参考に要員の割当てを行い、関係する各部局長及び各出

先機関の長に推薦を依頼する。

(ｵ) 上記(ｴ)により推薦依頼を受けた各部局長及び出先機関の長は、所属職員の

中から、健康状態及び住所等を考慮し、拠点要員（応援要員）を勤務中・外の

要員別に様式４により各地域局長に推薦する。

(ｶ) 地域局長は、上記(ｲ)又は(ｵ)により推薦のあった職員を勤務中・外の要員別

に拠点要員（応援要員）として指名するとともに、その結果を拠点の運営事務

を所管する出先機関の長に報告する。

② 留意事項

ア 人事異動や健康状態等の特段の事情のない限り、原則指名を継続する。

イ 拠点要員の指名に当たっては、発災直後の業務の優先度に鑑み、航空搬送拠

点の要員確保に配慮する（航空搬送拠点要員は、業務の収束後、方面本部長の

指示により、広域物資輸送拠点業務など他の業務へ従事することがある。）。

(8) 業務調整要員

危機管理監又は地域局長は、上記(1)から(6)により指名された要員以外の者を業

務調整要員として指名するとともに、業務調整要員の参集先の庁舎を管理する出先

機関の長に報告する。

５ 指名した要員の報告

(1) 各部局長は、所管する部局（本庁のみ）の要員数を、様式５－１により危機管理

監へ報告する。

(2) 各出先機関の長は、所属の要員数を、様式５－１により所管の地域局長へ報告し、

各地域局長は、方面本部の要員数を取りまとめて様式５－１により危機管理監へ報

告する。
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また、各地域局長は、方面本部指令班の要員数を、様式５－２により危機管理監

へ報告する。

(3) 地域局長は、市町情報収集要員の指名状況を、様式６により危機管理監に報告す

る。

(4) 各部局長は、所管する各部（方面本部）各班員の指名状況を把握しておく。

６ 要員指名の変更等

各部局長及び各出先機関の長は、職員の人事異動、住所の変更、健康状態若しくは

家庭の事情等により、要員指名の変更が生じた場合、速やかに上記５の報告先に変更

内容を報告する。

７ 再任用職員の取扱い

再任用職員は、職員定数にカウントされ、身分上は一般職員と同様であることから、

原則として要員に指名する。

ただし、再任用職員のうち短時間勤務の職員は、変則的な勤務形態であること等を

踏まえ、各所属が所掌する事務のうち補助的な事務に従事させることを基本とする。

８ 所属長等の責務

(1) 各所属長は、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合等における迅速な初動体

制の確立を図るため、所属職員の静岡県危機管理情報一斉配信システムへの登録を

推進する。

(2) 各所属長は、所属職員に要員区分、参集場所、職務内容等を周知するとともに、

勤務外における迅速かつ的確な参集を期するために、所属職員の電話連絡網等を整

備する。

(3) 各所属長は、所属職員に対し、災害時に各人が担当する事務について常に研修さ

せるとともに、災害時に対処すべき事務等をマニュアル等に整理するなど、日頃か

ら防災事務の的確な準備を欠かさないものとする。

また、勤務外における応援要員として方面本部指令班等における初動対応に従事

することとなる者に対する研修・訓練について配慮するものとする。

(4) 所属長の職務代理者の指名

各所属長は、居住地その他の事情等により、直ちに本部又は方面本部の業務に就

くことが困難な場合を想定し、当該所属職員の中から、職位、健康状態及び住所等

を考慮し、職務代理者をあらかじめ指名しておくものとする。

(5) 事前配備体制時に参集する要員の指名

静岡県災害対策本部運営要領別表共通の１により事前配備体制をとる所属の長は、

事前配備体制時に参集する要員について、当該所属の職員の中から事務分掌、職位、

健康状態及び住所等を考慮し、あらかじめ指名しておく。

９ 個人情報の取扱い
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要員指名名簿等に記載された個人情報については、静岡県個人情報保護条例等の関

係規定に基づき、その取扱いについて十分に留意するものとする。

10 その他

(1) 指令部員及び方面本部指令班員の応援要員

危機管理部職員（本庁・出先機関）及び経営管理部地域局職員のうち、勤務外に

職場への参集が困難な者については、最寄りの庁舎（本庁、賀茂、東部、藤枝、中

遠）へ参集し、交通状況が改善するまでの間、本部指令部又は方面本部指令班の応

援要員として、当該事務を補助するものとする。

なお、危機管理部職員（本庁・出先機関）及び経営管理部地域局職員の要員指名

状況については、様式７により関係所属間で相互に情報共有する。

附 則

この要領は、平成24年３月21日から施行する。

附 則

この改正は、平成25年３月19日から施行する。

附 則

この改正は、平成27年３月18日から施行する。

附 則

この改正は、平成28年３月18日から施行する。

附 則

この改正は、平成29年３月17日から施行する。

附 則

この改正は、平成30年３月16日から施行する。

附 則

この改正は、平成31年３月15日から施行する。

附 則

この改正は、令和２年３月16日から施行する。

附 則

この改正は、令和３年３月15日から施行する。

附 則

この改正は、令和４年３月14日から施行する。

附 則

この改正は、令和５年３月15日から施行する。

附 則

この改正は、令和６年３月15日から施行する。
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別紙１

うち
市町支援
機動班

うち
空港現地
運用班

7 2 5 2 1 7 32 5 58

広 聴 広 報 課 23 23

デ ジ タ ル 戦 略 局 2 4 4 5 15

上記以外 5 2 5 2 1 3 5 20

11 15 22 1 2 13 9 6 76

7 6 10 8 10 7 1 41

2 2 10 4 1 3 8 3 28

 県 民 生 活 課 2 2

2 1 11 3 1 11 2 3 30

3 13 6 1 2 18

3 5 24 9 1 24 3 2 61

エ ネ ル ギ ー 政 策 課 1 1 2

上 記 以 外 3 4 24 9 1 24 3 1 50

2 1 10 6 4 17

建 設 経 済 局

建 築 管 理 局

上記以外 1 1 9 5 2 13

6 2 1 1 4 13

1 1 1 2 4

3 1 4

5 3 3 3 1 12

46 43 112 45 7 81 56 15 14 367

注  １  本表は、災害対策本部及び地震災害警戒本部に係る指令部員の構成に関するものである。

    ２  支援調整G要員の推薦にあたっては、知事、副知事の秘書は推薦しないこと。

　　　　また、議会事務局の支援調整G要員は支援調整G業務に従事するとともに、議会との連絡調整業務も担当する。

　　３　対策Gには、消防防災航空隊職員を含み、総務班には、地震防災センター職員を含む。

    ４　災害対策本部等の体制見直しに伴い、今後、構成人数を変更することがある。

指令部各Ｇ・班の部局等指名状況一覧表(グループ、班別の要員数は変更する場合あり）

指令部各班 対策G

部   局

知事直轄組織

危機管理部

経営管理部

くらし・環境部

スポーツ・文化観光部

健康福祉部

経済産業部

交通基盤部

出納局

企業局

県 議 会 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

監 査 委 員 事 務 局

労 働 委 員 会 事 務 局

収 用 委 員 会 事 務 局

教 育 委 員 会 事 務 局

合       計

総務班 支援調整G 情報G 広報班 原子力班 通信班 計

1 1 1 2 4

1 2 1 2 5

別に　出先機関より　8人あり

危機管理部76人
は、幹部5人を除く
数字。
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別紙２

指令班各係

方面本部

14 14 21 3 36 3 0 91

28 26 40 10 84 12 16 216

23 26 24 7 42 6 0 128

23 28 28 7 48 9 16 159

88 94 113 27 210 30 32 594

 注 １  本表は、方面本部の管内人口や市町数等をもとに各方面本部の基準となる方面本部指令班員数を

        示したものであり、各方面本部の実情に応じて指令班員数を変更できるので留意すること。

　　２　支援係については、原則として地域局地域課の職員を複数名充てること（他の係との兼務も可）。

　　３　駐在については、原則として財務事務所、健康福祉センター、農林、土木事務所の職員を充てること。

　　４　表中の情報係の人数には、市町情報収集要員は含まれていない。

    ５  地域局職員を各係に最低１名、配置することを基準として、勤務ローテーションを組むこととする。

賀茂 沼津 富士 静岡 藤枝 磐田 浜松

6 10 6 9 8 8 9

注 １  本表は、方面本部物資班を担当する各農林事務所の要員数である。

注 ２　広域物資輸送拠点係員の人数は、本表の要員数に含まない。  

空港現地運用班

注  東部・中部・西部地域局は、管内の出先機関の職員の中から要員を危機管理監に推薦し、危機管理監が指名する。

　　なお、各地域局の定員の割り振りは、危機対策課が中心となり、その都度調整を行う。

方面本部指令班の基準班員数

賀　　茂

東　　部

中　　部

西　　部

合　　計

方面本部物資班の基準班員数

班　区　分

班別人数

指令部対策班空港現地運用班の基準班員数

班・係名 設置場所 東部・中部・西部

富士山静岡空港 6

総務係 対策係 情報係 支援係
市町情報
収集要員

駐在
交通

誘導係
計
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別紙３

(1) 拠点要員の指定基準

　①　方面本部健康福祉班航空搬送拠点係

東部健康福祉センター

沼津財務事務所

その他の所属

計

中部健康福祉センター

藤枝財務事務所

その他の所属

計

西部健康福祉センター

浜松財務事務所

その他の所属

計

注 １  本表は、方面本部健康福祉班航空搬送拠点係を構成する事務所の基本的な編成人員を示したものであり、

       各事務所の実情に応じて人員数を変更できるので留意すること。

　 　　なお、管内の居住者数等の実情により必要な要員数の確保が困難な場合は、参集した業務調整要員の中から優先的

　 　　に当該事務に従事させるなど必要な対応を検討しておくこと。

    ２　１で定めた人員を確保できない場合は、地域局に調整を依頼し、他の方面本部の所管事務所勤務者等で当該

　　　　航空搬送拠点の近傍に居住している者を要員として指名する。

    ３  要員の居住地、地域の実情等に応じて、要員の参集先を別に定めることも可とする。

　②　方面本部物資班広域物資輸送拠点係

賀茂農林事務所

下田財務事務所

その他の所属

計

熱海財務事務所

沼津財務事務所

東部農林事務所

その他の所属

計

富士農林事務所

富士財務事務所

その他の所属

計

拠点要員の指定基準

要員区分

方面本部

12 12

40 40

50 50

12 90 102

12 12

19 19

71 71

12 90 102

12 12

55 55

35 35

12 90 102

合       計 36 270 306

要　員　区　分

方面本部・地域

12 12

4 4

8 8

12 12 24

15 15

10 10

40 40

50 50

65 50 115

22 22

14 14

46 46

36 46 82

基幹要員 応援要員 計 係設置場所 要員参集先

東
部

愛鷹広域公園（沼津
市）

東部健康福祉セン
ター

中
部

富士山静岡空港　　
（牧之原市）

中部健康福祉セン
ター

西
部

航空自衛隊浜松基地
（浜松市）

浜松総合庁舎（１
階災害対策室)

基幹要員 応援要員 計 要員参集先 配置する広域物資輸送拠点

賀
茂

賀茂農林事務所
・㈱河津建設資材倉庫（下
田市）

沼
津

東部農林事務所

富
士

富士農林事務所

東
部

・キラメッセ沼津（沼津
市）
・愛鷹広域公園（沼津市）
・富士市産業交流展示場
（富士市）
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中部農林事務所

静岡財務事務所

その他の所属

計

志太榛原農林事務所

その他の所属

計

中遠農林事務所

磐田財務事務所

その他の所属

計

西部農林事務所

その他の所属

計

注 １  本表は、方面本部物資班広域物資輸送拠点係を構成する事務所の基準となる編成人員を示したものであり、各事務所の

       実情に応じて編成事務所、人員数を変更できるので留意すること。

　 　　なお、管内の居住者数等の実情により必要な要員数の確保が困難な場合は、参集した業務調整要員の中から優先的

　 　　に当該事務に従事させる物資班相互で地域間調整を図るなど必要な対応を検討しておくこと。

    ２　１で定めた人員を確保できない場合は、地域局に調整を依頼し、他の方面本部の所管事務所勤務者等で当該

　　　　参集先農林事務所の近傍に居住している者を要員として指名する。

    ３  要員の居住地、地域の実情等に応じて、要員の参集先を別に定めることも可とする。

　　４　富士山静岡空港（臨時）の要員（５名）は、拠点に常駐し、空港現地運用班の指揮下で活動する。

　③　方面本部土木班が所管する港湾における物資関連業務従事要員

 　防災応急対策の進捗状況に応じ、業務調整要員の中から、地域局長が優先的に

指名する。

(2) 拠点要員の配置基準及び従事業務

注　  本表は、現場業務の標準業務量等をもとに基準となる現場業務要員数を示したものであり、各現場の実情に応じて

      要員数を変更できるので留意すること。

30 30

20 20

34 34

30 54 84

34 34

48 48

34 48 82

36 36

6 6

40 40

36 46 82

34 34

50 50

34 50 84

合       計 247 306 553

区　　　　　　分
要員配置基準

（１拠点あたり）
従事業務

 方面本部健康福祉班航空搬送拠点係 51名×2交代
・担架による患者の搬送
・患者の出入り管理

 方面本部物資班広域物資輸送拠点係 約40名×2交代
・緊急物資の受入、荷捌き
・市町村払出、出納管理

 方面本部土木班が所管する港湾におけ
 る物資関連業務従事要員

約20名×2交代 ・港湾を利用した緊急物資の受入

静
岡

中部農林事務所

藤
枝

志太榛原農林事務所

袋
井

中遠農林事務所

浜
松

西部農林事務所

中
部

・静岡産業支援センター
（静岡市）
・大井川農業協同組合農産
物集出荷場（藤枝市）
・富士山静岡空港（臨時）

西
部

・小笠山総合運動公園（袋
井市）
・浜松市総合産業展示館
（浜松市）
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様式１

担当所属：

担当者名：

電話番号：

指令部各班名 所属部局 所属課等
住所

(番地除く)
職 氏      名

防災業務
経験の
有無

（注）所属は新組織における名称を記入する。
　　　「防災経験の有無」とは、過去に防災・危機管理担当部局（出先機関を含む）に在籍の有無をいう。

指 令 部 員 推 薦 調 書
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様式２

担 当 所 属 ：

担 当 者 名 ：

電 話 番 号 ：

係名等 所  属 職 氏      名
住     所

（番地除く）
防災業務　　

経験の有無

（注）所属は、新年度の組織における名称を記入する。

　　　「防災経験の有無」とは、過去に防災・危機管理担当部局（出先機関を含む）に在籍の有無をいう。

方　面　本　部  指　令  班  員　推  薦  （  報  告  ）  調  書
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様式３－１

担 当 所 属 ：
担 当 者 名 ：
電 話 番 号 ：

＜勤務中要員＞

市町名 要員区分
所属部局・
所属事務所

所属課等
住所

(番地除く)
職 氏      名 推薦

（注１）「推薦」欄には、人事異動の状況や、健康状態、住所等を踏まえて、引き続き要員として指名することが

　　　　可能か否かを「○」及び「×」印で明示する。

（注２）推薦職員については、組織改正により所属名が変わった場合や、職員の姓が変わった場合など、

　　　　記載事項に変更がある場合は、見え消しで修正する。

市町情報収集要員及び拠点要員（応援要員）名簿
（前年度から継続して指名する要員名簿 兼 推薦調書）

３月中に使用
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様式３－２

担 当 所 属 ：
担 当 者 名 ：
電 話 番 号 ：

＜勤務外要員＞

市町名 要員区分
所属部局・
所属事務所

所属課等
住所

(番地除く)
職 氏      名 推薦

（注１）「推薦」欄には、人事異動の状況や、健康状態、住所等を踏まえて、引き続き要員として指名することが

　　　　可能か否かを「○」及び「×」印で明示する。

（注２）推薦職員については、組織改正により所属名が変わった場合や、職員の姓が変わった場合など、

　　　　記載事項に変更がある場合は、見え消しで修正する。

市町情報収集要員及び拠点要員（応援要員）名簿
（前年度から継続して指名する要員名簿 兼 推薦調書）

３月中に使用
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様式４

担当所属：

担当者名：

電話番号：

市町情報
収集要員

拠点要員
(応援要員)

業務調整
要員

市町情報
収集要員

拠点要員
(応援要員)

業務調整
要員

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（注１）３月までに要員指名されていない職員（暫定的に業務調整要員に位置づけられている職員）について太枠内を記入する。なお、勤務中又は勤務外のいずれかのみ
　　　　指名されている職員についても記入し、その職員については要員推薦欄のうち、勤務中又は勤務外のいずれか既に指名されている欄全てに「×」印を入力する。　　
（注２）市町コード欄は自動で表示されるため、入力不要。なお、この欄が「#N/A」と表示された場合は市町名に誤りがあるので修正すること。
（注３）住所欄は市町名から記入すること（郡名は不要）。なお、大字名（町名）までの記入とし、地番等の記入は不要。
（注４）前年度拠点要員区分は、航空搬送拠点係か広域物資輸送拠点係かの別を選択入力する。
　　　　なお、前年度の要員区分が拠点要員以外の場合及び前年度の拠点要員区分が不明の場合は入力不要。
（注５）要員推薦欄は、危機管理部又は地域局からの要員割り当てがあった場合に、以下により必要事項を記入すること。
　　　・市町情報収集要員：参集先市町を記入　・拠点要員：「搬送拠点」又は「物資拠点」と記入し、かっこ書きで担当拠点名（例：浜松基地）等を記入
（注６）欄が足りない際は適宜ページを追加して記入のこと。なお、その際は「市町コード」欄の計算式と「前年度拠点要員区分」の入力規則についても併せてコピーすること。

市町情報収集要員、拠点要員（応援要員）、業務調整要員推薦名簿

（ ３月中に要員指名されていない職員名簿 ）

要員推薦欄　（注５）

勤務中要員 勤務外要員

所属部
局・

所属事務
所

所属課等 職 氏    名
市町
ｺｰﾄﾞ
(注２)

住    所　（注３）

前年度
拠点要員
区分

（注４）

備考

４月以降に使用
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様式５－１

担 当 所 属 ：

担 当 者 名 ：

電 話 番 号 ：

勤務中 勤務外

うち市町支援機動班

うち空港現地運用班

(※３）

うち市町情報収集要員

うち建築関係要員　（※２）

(※４）

うち建築関係要員　（※２）

基 幹 要 員

応 援 要 員

小 計 0 0

基 幹 要 員

応 援 要 員

小 計 0 0

0 0

災害応急対策要員及び地震防災応急対策要員数報告書
（令和　　年　　月　　日現在）

要　員　区　分

本 部 員
方 面 本 部 員

指 令 部 員

方 面 本 部 指 令 班 員

各 部 各 班 員

方 面 本 部 各 班 員

業 務 調 整 要 員

合　　　　　　　　　計

※１　勤務中要員、勤務外要員をそれぞれ記入する。

※３　方面本部員と兼務のものは除く
※４　拠点要員は除く

拠 点 要 員
（ 航 空 搬 送 拠 点 係 ）

拠 点 要 員
（広域物資輸送拠点係）

※２　経営管理部（営繕関係）、くらし・環境部（建築住宅局）、交通基盤部（土木事務
　　　所）のみ記載
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様式５－２

担当 所 属 ：

担当 者 名 ：

電話 番 号 ：

基準要員数

うち方面本部員と兼任

うち方面本部員と兼任

方 面 本 部 指 令 班 員 等 報 告 書

区　　　　　　分 要員数

指 令 班 長

指 令 班 副 班 長

総 務 係

対 策 係

情 報 係

支 援 係

駐 在

交 通 誘 導 係

市 町 情 報 収 集 要 員

合 計 0

※合計から方面本部員数を除いた人数は、様式５－１の「方面本部指令班員」の
　人数と合わせること
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様式６

担 当 所 属 ：

担 当 者 名 ：

電 話 番 号 ：

要指名
要員数

指名済み
要員数

未指名
要員数

要指名
要員数

指名済み
要員数

未指名
要員数

下 田 市 0 0

東 伊 豆 町 0 0

河 津 町 0 0

南 伊 豆 町 0 0

松 崎 町 0 0

西 伊 豆 町 0 0

0 0 0 0 0 0

沼 津 市 0 0

熱 海 市 0 0

三 島 市 0 0

富 士 宮 市 0 0

伊 東 市 0 0

富 士 市 0 0

御 殿 場 市 0 0

裾 野 市 0 0

伊 豆 市 0 0

伊豆の国市 0 0

函 南 町 0 0

清 水 町 0 0

長 泉 町 0 0

小 山 町 0 0

0 0 0 0 0 0

静 岡 市 0 0

島 田 市 0 0

焼 津 市 0 0

藤 枝 市 0 0

牧 之 原 市 0 0

吉 田 町 0 0

川 根 本 町 0 0

0 0 0 0 0 0

浜 松 市 0 0

磐 田 市 0 0

掛 川 市 0 0

袋 井 市 0 0

湖 西 市 0 0

御 前 崎 市 0 0

菊 川 市 0 0

森 町 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

市町情報収集要員配置状況報告書

勤務中要員 勤務外要員

賀 茂 方 面 本 部 計

東 部 方 面 本 部 計

中 部 方 面 本 部 計

西 部 方 面 本 部 計

県 合 計

方面
本部

市町名

賀

茂

東

部

中

部

西

部
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様式７

所属（課等） 職 氏　　名 現住所 勤務中要員 勤務外要員

危機管理部及び経営管理部地域局要員名簿
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様式８

担当所属：

担当者名：

電話番号：

所属部局 所属課等
住所

(番地除く)
職 氏      名

防災業務
経験の
有無

（注）所属は新組織における名称を記入する。
　　　「防災経験の有無」とは、過去に防災・危機管理担当部局（出先機関を含む）に在籍の有無をいう。

市 町 支 援 機 動 班 員 推 薦 調 書
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資料編Ⅰ

Ⅰ－12

○ 災害応急措置の業務に従事した者の損害補償に関する条例

制定昭和 37 年 10 月 15 日 条例第 49 号

改正平成 27 年３月 20 日 条例第 32 号

条例第 49 号

災害応急措置の業務に従事した者の損害補償に関する条例をここに公布する。

災害応急措置の業務に従事した者の損害補償に関する条例

(趣旨)

第 1 条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という。)第 84 条第 2 項の規

定に基づき、災害応急措置の業務に従事した者に対する損害補償に関し、法令に定めるもののほか必要な事項

を定めるものとする。

(損害補償の種目)

第 2 条 損害補償の種目は、次に掲げるとおりとする。

(1) 療養補償

(2) 休業補償

(3) 障害補償

(4) 遺族補償

(5) 葬祭補償

(6) 打切り補償

(補償基礎額)

第 3 条 前条に規定する損害補償(療養補償を除く。)は、補償基礎額を基礎として行なうものとする。

2 前項に規定する補償基礎額は、次のとおりとする。

(1) 法第 71 条第 1 項の規定により災害応急措置の業務に従事した者(以下「従事者」という。)のうち、労働

基準法(昭和 22 年法律第 49 号)に規定する労働者である者については、災害救助法施行令(昭和 22 年政令

第 225 号。以下「令」という。)第 8 条第 2 項第 1 号の規定の例による。

(2) 従事者のうち、労働基準法に規定する労働者でない者については、令第 8 条第 2 項第 2 号の規定の例に

よる。

(3) 法第 71 条第 1 項の規定により災害応急措置の業務に協力した者については、静岡県警察官の職務に協

力援助した者の災害給付に関する条例(昭和 51 年条例第 59 号)第 4 条に規定する基礎額の例により知事が

定める額

(一部改正〔平成 27 年条例 32 号〕)

第 4 条 療養補償、休業補償、障害補償、遺族補償、葬祭補償、打切り補償及び補償の重複禁止については、

令第 9 条から第 16 条までの規定の例による。

(一部改正〔平成 27 年条例 32 号〕)

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則(平成 27 年 3 月 20 日条例第 32 号)

この条例は、公布の日から施行する。
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令和３年 11月 12 日

静岡県（危機管理部）

災害時における安否不明者の氏名等の公表について（方針）

１ 趣旨

災害時、被災地域において安否が分から ない者（ 以下「 安否不明者」と いう 。）

が多数発生するこ と が予想さ れるが、被災者の人命救助活動を 迅速・ 円滑に実

施するためには、 被災者を 早期に特定する必要がある。

安否不明者については、情報の確度が低い状況にあっ ても 、敢えて県がその

氏名等を 公表するこ と によっ て、多数の安否情報が得ら れ、安否不明者の絞り

込みが期待でき る。 こ れによっ て、 被災者に係る情報の確度が高まり 、 人命救

助活動の効率化が図ら れる。

こ のため、 災害時における安否不明者の氏名等の公表について方針を 定め、

災害が発生し た場合には、 市町等と 連携の上、 こ の方針に基づき 、 安否不明者

の氏名等を迅速かつ円滑に公表する。

２ 公表の目的

安否不明者を 絞り 込み、被災者を早期に特定すると と も に、 自衛隊・ 海上保

安庁・ 警察等（ 以下「 関係機関」 と いう 。） 及び消防等による捜索活動や救助

活動の効率化を 図るこ と により 、 被災後の生存率が高い期間内（ 概ね 72 時間

以内） での一刻も 早い人命救助につなげるこ と を目的と する。

また、 実際は無事であり ながら 安否不明と なっ ている 者を 減ら すこ と によ

り 、 家族等の心配の軽減につながるこ と と なる。

３ 安否不明者の定義

安否不明者と は、「 災害が発生し た地域に居住又は滞在し ていたと 思われる

者のう ち、災害発生後の一定時点において連絡が取れない者」（ 本人から 家族・

市町等に連絡でき ない場合、 または、 家族・ 市町等から 本人に連絡し ても 返信

がない場合のいずれかに該当する者） と する。

（ 例）・ 災害が原因で自分の安否を伝えるこ と ができ ない状態と なっ ているた

め、 連絡が取れない者
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2

・ いずれかの場所に避難し ているが、 電話や伝言等の連絡手段を失っ て

いて連絡が取れない者

・ 旅行や仕事等により 外出し ていて何ら かの理由で連絡が取れない者

（ 参考） 府政防第 972 号、 消防災第 132 号（ 令和３ 年９ 月）

通知「 災害時における安否不明者の氏名等の公表について」

「 安否不明者と は、 行方不明者と なる疑いのある者」 と する 。

「 行方不明者と は、当該災害が原因で所在不明と なり 、かつ、死亡

の疑いのある者」 と する。

４ 公表主体

① 住民基本台帳などに基づいて市町が把握し た安否不明者の氏名等につい

て、 市町が名簿を 作成し 、 県が公表する 。 または、 県と 市町が共同で公表

する。

② 関係機関が安否不明者の情報を 把握し た場合は、 県が情報提供を受け、

公表する。

市町は県が公表し た情報を共有する。

（ 注） 国の防災基本計画においては、 人的被害の人数については、 県が一元的

に集約するこ と と なっ ており 、 氏名等公表についても 、 こ れを 準拠し 、 県

が主体と なっ て行う こ と を 原則と する。

５ 公表する情報

（１）公表する情報

個人情報保護を基本と し た上で、 氏名、 住所（ 大字まで）、 性別（ 住民基

本台帳記載の性別） を公表する。

年齢は原則と し て公表対象と せず、 可能な場合に限っ て公表する。

（ 理由） 住民基本台帳等の生年月日から 年齢を 計算する場合、 業務の負担

が大き く 、 迅速な公表に支障を き たすおそれがあるこ と による。

（２）公表しない場合

ア 被災し たこ と が明ら かであり 、 捜索対象場所が特定さ れている など

行方不明であるこ と が高い確度で判明し ている場合
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イ ド メ スティ ッ ク バイ オレ ンスやスト ーカ ー、 児童虐待等の被害者で

ある場合

ウ 本人の権利利益が不当に侵害さ れるおそれが認めら れる場合

エ 家族等が公表を 明ら かに拒んでいる場合

６ 公表時期の目標

被災後 72 時間が人命救助に極めて重要な期間であるこ と を 踏まえ、 公表は

発災後概ね 48 時間以内を 目標（ 目安） と する。

なお、安否情報を 円滑に収集するため、公表予定時刻の一定時間前（ 約６ ～

12 時間前） までに、 報道機関等に対し 、 公表の時期を 予告すると と も に、 安

否情報の伝達の必要性について、 報道を 通じ て呼びかけても ら える よう 要請

する。

（ 公表時期の早期化は、無事が確認さ れている者も 誤っ て公表し てし まい、後

に苦情が出るおそれがあるが、 公表の効果を理解し 、 早期の公表に努める。）

７ 公表した情報の活用

公表し た情報については、 被災し て所在が分から ない者の捜索活動や救助

活動、避難場所や避難所の設置運営、支援物資の調達などの応急対策に活用す

る。

必要に応じ 、 被災し た範囲内において住戸情報と 安否不明者情報を 相互に

結び付けるこ と により 、 捜索マッ プを作成する。

８ 公表までの作業

安否不明者に関する情報については、 市町が収集・ 確認・ 集約を行い、 公表

用の名簿を 作成すると と も に、 公表後の安否情報を受け付ける連絡先（ 窓口、

電話番号、 メ ールアド レ ス等） を 定めた上で、 以下のと おり 作業を進める。

①市町は、 災害発生後、 人的被害状況を 一定程度把握でき たと き 、 または、

遅く と も 発災から 24 時間以内に、 住民基本台帳又は地図情報に基づき 、

被災し たと みら れる地域の住民の名簿作成に着手する。

②県は、災害状況から 見た必要性に応じ て、電子的地理情報やド ローン撮影

情報等を活用し て、 被災し たと みら れる地域と 住戸の範囲を 明示する。
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③市町は、市町及び消防等、市町の関係機関に寄せら れた安否不明者情報を

名簿に追加する。

④県及び市町は、 住民基本台帳では確認でき ない安否不明者を 把握するた

め、関係機関に対し 、通報のあっ た安否不明者の情報を 提供するよう 依頼

する。

⑤市町は、個人情報保護を 要する者（ 公表し ない場合に該当する者） を 確認

し 、 該当者がいた場合は、 名簿から 除外する。

⑥市町は、市町職員のほか、被災し たと みら れる地域の自治会役員や近隣住

民等から の情報及び避難者（ 避難施設の入所者） の情報等に基づき 、 安否

が確認でき ている者を名簿から 削除する。

⑦市町は、 自ら が把握し た安否不明者と 関係機関から 情報提供のあっ た安

否不明者について、重複し ている者を 確認し た上で、重複者を 市町の名簿

に掲載する。

⑧名簿掲載者については、 家族等が公表を明ら かに拒んでいる場合を 除き 、

同意は得ないこ と と し てやむを 得ない（ 同意を 得るこ と は作業上困難）。

⑨市町は、と り まと めた名簿を県に送付する。旅行者など市町を 特定でき な

い安否不明者については、 県が関係機関から 情報提供を 受ける。

⑩発災から 48 時間以内に、 県は、 市町から 提供を受けた情報と 関係機関か

ら 提供を受けた情報の内容を 精査・ 確認し 、市町・ 関係機関と 公表方法を

調整し た上で、公表する。公表する対象者が多数で全員分の名簿を整備す

る時間的な余裕がない場合は、 把握分から 先行し て順次公表する。

⑪なお、公表時期について、作業の進捗状況を 見つつ、事前に概ねの日時と 、

その時点の安否不明者数を公表する。 こ れにより 、 積極的な情報提供を促

す。

９ 公表及び追加情報の受付方法

（１） 公表の方法

県及び市町が各ホームページに名簿を 掲載する と と も に、 記者会見や資

料提供の方法により 報道機関に情報提供する。

名簿の内容に変更・ 追加があっ た場合は、市町は内容を 更新し て県に送付

する。 県は、 関係機関についても 同様に、 情報提供を受ける。
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県は更新後の名簿を ホームページに掲載（ 差し 替え） すると と も に、 報道

機関に資料提供する。

（２） 情報収集の方法

公表する際、 県・ 市町・ 関係機関の安否情報受付先（ 窓口、 電話番号、 メ

ールアド レ ス等） を 公示し て、 情報提供者の便に資する など円滑な情報収

集・ 情報集約に努める。

10 安否が確認できた場合の取扱い

氏名等の公表により 安否（ 無事又は行方不明、死亡） が確認でき た者につい

ては、安否の結果情報は公表せず、その都度、名簿から 氏名等の情報を削除す

る。

無事の場合は、 公表の目的に鑑み、 無事であるこ と を 公表する必要はない。

（ 仮に公表すると し た場合は、本人の同意を得る必要があるが、同意を得るこ

と に労力を 費やすこ と で、 優先すべき 災害対応業務に支障を き たすため）。

死亡・ 行方不明の場合、その者の氏名等の公表は別に定める方針に基づいて

行う 。

なお、安否情報の提供等に関する取扱いについては、公表と は別の対応と し

て、 災害対策基本法第 86 条の 15 の規定に留意する。

11 公表期間

公表後、 概ね 1 週間を 経過し ても 安否不明の状況が継続し 、 行方不明者と

判断さ れた場合には、安否不明者と し ての氏名等の公表は終了し 、行方不明者

の氏名等の公表の取扱いに切り 替える。
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【参考】

１ 関連法令等

(1) 静岡県個人情報保護条例（条例第 58 号）

ア 本人以外の者から 個人情報を 取得でき る場合

第 6 条（ 取得の制限） 第 2 項 第 3 号

「 人の生命、 身体又は財産の保護のために緊急に必要があると き 」

イ 実施機関が、 利用目的以外の目的のために個人情報を 利用、 提供で

き る場合

第 11 条（ 利用及び提供の制限） 第 2 項 第 4 号

「（ 抜粋） 本人以外の者に提供するこ と が明ら かに本人の利益にな

ると き 、その他保有個人情報を提供するこ と について特別の理由があ

ると き 」。 ただし 、 第 2 項では「（ 抜粋） 本人又は第三者の権利利益を

不当に侵害する おそれがある と 認めら れる と き は、 こ の限り ではな

い。」 と 規定。

(2) 災害対策基本法

第 86 条の 15（ 安否情報の提供等） 第 1 項

「（ 抜粋） 知事又は市町村長は、 災害の被災者の安否に関する情報につい

て照会があっ たと き は、 回答するこ と ができ る。」

２ 熱海市伊豆山土砂災害の事例

7 月５ 日早朝（ 災害発生から 約 44 時間後）、 県が熱海市と 協議し 、 安否不

明者の公表方針を 決定。 市、 警察が該当者の名簿作成に着手。

被災し たと みら れる地域の住民の名簿作成に当たっ ては、住宅地図ではな

く 、 住民基本台帳を 活用し て、 地番から 住民を抽出し て名簿を 作成し た。

その後、 被災地域の町内会長等を市役所に呼んで安否情報を 聞き 取っ た。

併せて、 市が住民基本台帳の閲覧制限等の情報を 確認し 、 ド メ スティ ッ ク バ

イ オレ ンス等による個人情報保護を要する 者を特定し た。

住民基本台帳から の抽出作業は数時間を 要し たが、膨大な作業にはなら な

かっ た。

市が把握し た住民基本台帳によ る 名簿と 警察が把握し た通報情報によ る

名簿の照合作業については警察が行っ た。

名簿作成後の公表に当たっ ては、 市は家族等の同意は取ら なかっ た（ 同意
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を 得るこ と を 条件と すると 、 迅速な公表は困難） が、 警察では、 届出を 受理

し た者について、 関係法令に基づき 、 届出人の意思等を 確認し た上で、 公表

する氏名を県に提供し た（ 警察情報は親族等から の届出によるも のであり 、

届出人の意思等を確認する必要があるほか、公表の妥当性について確認を必

要と し たため）。

7 月５ 日 20:30（ 災害発生から 約 58 時間後）、 県が、 市把握分 64 名の氏名

等を公表。 7 月６ 日 13:15（ 約 74 時間後）、 県と 警察が共同で警察把握分５

名の氏名等を 公表し た。

公表後は、 続々と 安否情報が入り 、 7 月 6 日までに 41 名の安否が判明し

た。市、警察が用意し た受付用電話は混乱（ 輻輳） するこ と はなく 機能し た。

市の名簿には２ 名の追加があり 、安否不明者と し て氏名等が公表さ れた者

は計 71 名と なっ た。 その後の安否判明により 、 行方不明と なっ た被災者は

27 名に特定さ れた。

３ 事前準備（あらかじめの備え）

(1) 基本的事項

熱海市の事例では、 公表を あら かじ め予定し ていなかっ たので、 公表決

定後、 手探り の作業と なっ た。 本方針において、 手順や留意点も 示し てい

るので、 それら を 参考にし 、 安否不明者の氏名等公表の訓練を 行う こ と が

求めら れる。

(2) 個別事項

ア 市町における個人情報保護の取扱いの確認

公表は県が主体的に行う も のと する が、 市町は、 各々の個人情報保護

条例等の内容を 確認する必要がある。

イ 安否情報受付用連絡先の設置

住民等から の安否情報連絡を受け付ける電話（ 番号・ 回線） やメ ール

アド レス等の連絡先を 用意する必要がある。

ウ 大規模災害を想定した事前準備

南海ト ラ フ 地震等の大規模災害を 想定し た被災地域の住民名簿の作

成、 安否不明者の抽出などの方法を検討する必要がある。
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令和３年 11月 12 日

静岡県（危機管理部）

災害時における行方不明者の氏名等の公表について（方針）

１ 公表の趣旨及び目的

安否不明者の氏名等を 公表し て概ね１ 週間を 経過し ても 、 安否情報が得ら

れない場合は、一時的に連絡が取れないのではなく、その者は被災した可能性

がきわめて高いことから、 行方不明の状況にあると 推定さ れる。

効率的な捜索・ 救助活動を 継続するため、安否不明者を行方不明者に切り 替

えて、 氏名等を 公表する。

なお、災害によっ ては、 安否不明者が存在せず、 早期に行方不明者が特定さ

れるこ と も 想定さ れるが、こ の場合も 捜索・ 救助活動の効率化につなげるため、

こ の方針に基づき 、 市町と 調整の上、 行方不明者の氏名等を 公表する。

２ 行方不明者の定義

行方不明者と は「 当該災害が原因で所在不明と なり 、 かつ、 死亡の疑いのあ

る者」 と する。

（ 消防庁災害報告取扱要領（ 平成 24 年３ 月消防応第 49 号） による）

３ 公表主体

行方不明者の氏名等について、 市町・ 関係機関（ 自衛隊・ 海上保安庁・ 警察

等） から の情報に基づいて、 県が公表する。 または、 県と 市町が共同で公表す

る。

（ 注） 国の防災基本計画においては、 人的被害の人数については、 県が一元

的に集約するこ と と なっ ており 、氏名等公表についても 、こ れを準拠し 、

県が主体と なっ て行う こ と を 原則と する。

４ 公表する情報

(1) 公表する情報

個人情報保護を基本と し た上で、 氏名、 住所（ 大字まで）、 性別（ 住民基本

台帳記載の性別） と する。

年齢は原則と し て公表対象と せず、 可能の場合に限っ て公表する。
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（ 理由） 住民基本台帳等の生年月日から 年齢を 計算する場合、 業務の負担

が大き く 、 迅速な公表に支障を き たすおそれがあるこ と による。

(2) 公表しない場合

ア 行方不明者の捜索場所が特定さ れている など、 公表が人命救助活動に

資するこ と がないと 判断さ れる場合

イ ド メ スティ ッ ク バイ オレ ンスやスト ーカ ー、 児童虐待等の被害者など

の場合

ウ 本人の権利利益を 不当に侵害するおそれが認めら れる場合

エ 家族等が公表を 明ら かに拒んでいる場合

５ 公表した情報の活用

公表し た情報については、 対象者の捜索活動や救助活動などの応急対策に

活用する。

６ 公表の時期・期間

安否不明者と し て概ね１ 週間が経過する などの理由によ り 行方不明者と 判

断さ れた時点から 公表する。安否不明者と し ての公表がなかっ た場合は、行方

不明者と 特定し た時点で公表する。

所在が明ら かになっ た場合は行方不明者と し ての公表は終了する。

行方不明が長期に及んだ場合、 公表は、 原則と し て、 災害発生から ３ ヶ 月以

内と する。（ 状況によっ て延長も 可と する。）

７ 公表までの作業

安否不明者を 公表し た場合は、 市町と 協議の上、 安否不明者名簿の表題を

「 行方不明になら れた方」 に切り 替えて行方不明者名簿と し 、県のホームペー

ジで公表すると と も に、 報道機関に提供する。

安否不明者の公表がなかっ た場合、市町はその都度名簿を 作成し 、安否不明

者の公表作業に準じ て行う も のと する。こ の際、家族等の明確な拒否がないこ

と を確認する（ 災害対応等の業務負担が大き く 、優先すべき 災害対応事務に支

障をき たすため確認作業ができ ない場合を 除く ）。

市町は、 行方不明者の情報を県に提供し 、 県は、 その内容を 精査・ 確認し て

公表する。
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市町を 経由せず、関係機関から 直接県に情報提供があっ た場合は、県は名簿

を 作成するなど、 対象者を 精査・ 確認し て公表する。

内容に変更があっ た場合は、 随時、 県は市町・ 関係機関から 連絡を 受け、 名

簿を 更新し てホームページ及び報道機関に資料提供する。

８ 公表方法

県及び市町が各ホームページで氏名等（ 複数の場合は名簿） を掲載すると と

も に、 記者会見や資料提供の方法により 報道機関に情報提供する。

追加があっ た場合は、 その都度、 同様の方法により 情報提供する。

９ 行方不明情報の収集・集約

行方不明者に関する情報の連絡先は、 県・ 市町・ 関係機関の安否情報受付用

電話番号等をそのまま活用する。

10 所在が明らかになった場合の公表の可否

無事が確認でき た者の情報は公表し ないが、死亡の場合は、死亡者の氏名等

（ 複数の場合は名簿） の公表の取扱いによるも のと する。
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【参考】

１ 関連法令等

(1) 防災基本計画（国）

第 2 編 第 2 章 第 2 節

１ 災害情報の収集・ 連絡

（ ３ ） 災害発生直後の被害の第一次情報等の収集・ 連絡

「（ 抜粋） 人的被害の数（ 死者・ 行方不明者数をいう 。） について

は、都道府県が一元的に集約、調整を 行う も のと する。都道府県は、

関係機関と の連携のも と 、 整理・ 突合・ 精査を行い、 直ちに消防庁

へ報告するも のと する。 また、 人的被害の数について広報を 行う 際

には、 市町村等と 密接に連携し ながら 適切に行う も のと する。」

(2) 消防庁災害報告取扱要領（平成２４年３月消防応第４９号）

行方不明と は、「 当該災害が原因で所在不明と なり 、 かつ死亡の疑いの

あるも の」。 また、 次の場合で、 死体が見つから ないと き は「 行方不明者」

と し て計上する。

ア 戸籍法第 86 条に基づく 死亡届が提出さ れたも の

イ 戸籍法第 89 条に基づく 官公署から 市町村長に報告があっ たも の

ウ 民法第 30 条に基づく 家庭裁判所による失踪宣告がさ れたも の

エ 災害弔慰金支給法第４ 条に基づく 死亡推定

オ 警察において、当該災害で行方不明と の相談・受理を し ているも の

カ 住民から の情報提供等によ り 市町村等において行方不明と し て知り

得たも ののう ち、 死亡の疑いがあるも の

(3) 行方不明者発見活動に関する規則（平成 21 年 12 月国家公安委員会規則 13 号）

第 2 条 第 1 項

「 行方不明者と は、 生活の本拠を 離れ、 その行方が明ら かでない者であ

っ て、 第 6 条第 1 項の規定により 届け出がなさ れたも の」

(4) 戸籍法

第 89 条

「（ 抜粋） 水難、 火災その他の事変によっ て死亡し た者がある場合には、

その取調を し た官庁又は公署は、 死亡地の市町村長に死亡の報告を し なけ
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ればなら ない。」

(5) 災害弔慰金の支給等に関する法律（法律第 82 号）

第４ 条（ 災害による死亡の推定）

「 災害の際現にその場にいあわせた者につき 、当該災害のやんだ後三月

間その生死がわから ない場合には、災害弔慰金に関する規定の適用につい

ては、 その者は、 当該災害によっ て死亡し たも のと 推定する。」

(6) 静岡県個人情報保護条例（条例第 58 号）

ア 本人以外の者から 個人情報を取得でき る場合

第 6 条（ 取得の制限） 第 2 項 第 3 号

「 人の生命、 身体又は財産の保護のために緊急に必要があると き 」

イ 実施機関が、 利用目的以外の目的のために個人情報を 利用、 提供でき

る場合

第 11 条（ 利用及び提供の制限） 第 2 項 第 4 号

「（ 抜粋） 本人以外の者に提供する こ と が明ら かに本人の利益になる

と き 、その他保有個人情報を 提供するこ と について特別の理由があると

き 」。 ただし 、 第 2 項では「（ 抜粋） 本人又は第三者の権利利益を 不当に

侵害するおそれがあると 認めら れると き は、 こ の限り ではない。」 と 規

定。
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令和３年 11月 12 日

静岡県（危機管理部）

災害による死亡者の氏名等の公表について（方針）

１ 趣旨

災害による死亡者の情報については、 国の防災基本計画において、 市町村・

関係機関が把握し ている人的被害の「 人数」 を都道府県が一元的に集約し 、調

整を 行う も のと さ れているが、死亡者の「 氏名等の公表」 に関する法令や基準

は存在し ない。

また、 個人情報保護条例については、 死者に適用さ れる規定がない。

こ のため、県は、災害時における死亡者の氏名等の公表について方針を 定め、

災害が発生し た場合は、こ の方針に基づき 、 市町等と 連携の上、災害による死

亡者の氏名等を 公表する。

２ 公表の目的

災害による住民の死亡情報は、 被災地域において、 自主防災活動や連帯感・

コ ミ ュ ニティ 維持の観点から 重要であり 、 公表によ り 地域住民の情報共有や

生活支援に資するこ と と する。

また、安否不明者や行方不明者の氏名等を 公表し た場合は、住民に広く 情報

提供を 求める中、 死亡者の氏名等についても 、 各不明者の情報と 一体的・ 継続

的に公表するこ と で、 効率的で円滑な捜索活動や救出救助活動につなげる。

さ ら に、 死亡者が多数の場合は、 公表により 死亡の事実を明確にし 、 情報管

理上の正確性を 確保する。

３ 死亡者の定義

死亡者と は、「 市町が、 災害が原因で死亡し たと 認定し た者」 と する。

災害関連死と し て認定し た者は、 公表の対象と はし ない。 ただし 、 時期や人

数、 原因等の状況によっ ては、 公表の対象と する場合も ある。

（ 参考） 消防庁災害報告取扱要領； 平成 24 年３ 月消防応第 49 号

当該災害が原因で死亡し 、 死体を確認し たも の又は死体は確認で

き ないが死亡し たこ と が確実な者

154

Ⅰ－１５ 資料編Ⅰ



2

４ 公表主体

死亡者の氏名等について、 市町・ 関係機関（ 自衛隊・ 海上保安庁・ 警察等）

から の情報に基づいて、 県が公表する。 または、 県と 市町が共同で公表する。

（ 注） 国の防災基本計画においては、 人的被害の人数については、 県が一元

的に集約するこ と と なっ ており 、氏名等公表についても 、こ れを準拠し 、

県が主体と なっ て行う こ と を 原則と する。

５ 公表する情報

（１）公表する情報

個人情報保護の考え方に準じ 、 かつ、 遺族が承諾し た範囲内で、 氏名、 住

所（ 大字まで）、 性別（ 住民基本台帳記載の性別）、 年齢を公表する。

なお、死亡確認日及び災害死亡認定日は名簿には掲載し ないが、公表し て

差し 支えない。

（２）公表しない場合

ア 災害の規模や該当者の被災状況、人数などにより 、明ら かに公表の趣

旨・ 目的に適さ ない場合

イ ド メ スティ ッ ク バイ オレ ン スやスト ーカ ー、 児童虐待等の被害者で

ある場合

ウ 本人の権利利益が不当に侵害さ れるおそれが認めら れる場合

エ 遺族が公表を 承諾し ない場合

なお、遺族がいない場合又は遺族と 連絡が取れない場合は、公表によ

っ て縁者が名乗り 出る可能性があるこ と を考慮し 、 公表する。

６ 公表した情報の活用

公表し た情報については、 安否不明者や行方不明者の把握・ 確認、 捜索活動

や救出救助活動、 被災者支援などの応急対策に活用する。

７ 公表の時期

市町が災害による死亡を認定し た場合、 その都度、 公表する。

なお、 公表は、 原則と し て、 災害発生から 3 ヶ 月以内と する。

災害発生から ３ ヶ 月経過後に死亡が認定さ れた場合は、 その認定によ る氏

名等の公表から ３ ヶ 月以内と する。
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８ 公表までの作業

心肺停止者が発見さ れた後、 医師による検案及び警察等による検視を 行う 。

その後、 災害が原因で死亡し たこ と を 市町が認定する。 なお、市町による災

害死亡認定の時点では、 遺体の状態から 死亡者が誰であるか特定でき ない場

合がある。

警察等によ る 鑑定作業によ り 死亡者の身元が判明し た場合は、 市町は遺族

に対し 、 氏名等の公表について承諾を得る。

市町は、死亡者の情報を県に提供（ 複数の場合は死亡者の名簿を 作成し て県

に送付） し 、 県は内容を 精査・ 確認する。

県、または、県と 市町が共同で死亡者を「 亡く なら れた方」 と し て公表する。

なお、安否不明者・ 行方不明者の氏名等を 公表し なかっ た場合、 死亡者の氏

名等の公表については、災害の状況等に応じ 、県と 市町等が調整し た上で個別

に検討し 、 是非を 判断する。

９ 公表方法

県及び市町が各ホームページで氏名等（ 複数の場合は名簿） を掲載すると と

も に、 記者会見や資料提供の方法により 報道機関に情報提供する。

追加があっ た場合は、 その都度、 同様の方法により 情報提供する。
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【参考】

１ 防災基本計画（国）

第 2 編 第 2 章 第 2 節

１ 災害情報の収集・ 連絡

（ ３ ） 災害発生直後の被害の第一次情報等の収集・ 連絡

「（ 抜粋） 人的被害の数（ 死者・ 行方不明者数を いう 。） については、

都道府県が一元的に集約、調整を 行う も のと する。 都道府県は、関係

機関と の連携のも と 、 整理・ 突合・ 精査を 行い、 直ちに消防庁へ報告

するも のと する。また、人的被害の数について広報を 行う 際には、市

町村等と 密接に連携し ながら 適切に行う も のと する。」

２ 死者の個人情報保護

個人情報保護条例（ 条例第 58 号） による個人情報は、 死亡者には適用さ

れない。 ただし 、 遺族の個人情報は保護さ れなければなら ないこ と から 、 死

亡者の情報については、遺族の意思を 尊重する必要がある。（ 県法務文書課）

３ 戸籍法

第 89 条

「（ 抜粋） 水難、 火災その他の事変によっ て死亡し た者がある場合には、

その取調を し た官庁又は公署は、 死亡地の市町村長に死亡の報告を し なけ

ればなら ない。」
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